
施策評価シート
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利用者満足度調査による満足度
の割合（％）

◦ モータリゼーションの進展に伴い、バス利用者は年々減少し、事業者が営利事業として成り立っていくことが困難になっ
ており、路線廃止や路線縮小などの見直しが行われています。
◦ 高齢者や障害者等、交通弱者の移動手段として確保する必要があり、平成28年10月からは福祉バスビーナちゃんと路
線バスを統合し、新たなバス交通に再編をしました。
◦ 年々増加するバス運行経費の負担や観光客の2次交通、免許返納者の足の確保など、多様化した課題があります。

めざす将来像
（あるべき姿、基本的

な考え方）

◦ 障害者や高齢者等の交通弱者だけでなく、すべての市民が利用しやすい交通手段のあり方を検討し、構築していきま
す。
◦ 観光客の移動手段を確保することにより、観光振興にもつなげていきます。
◦ 運行体系を再構築することにより、バス事業者の経費の削減、効率的な運行を実現していきます。
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地域創生課

　地域内交通を確保するために交通弱者や来訪者に配慮した公共交通網を構築し、JRや原村循環線、かりんちゃん
バスとの乗り継ぎ等、利便性の向上を図ります。
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施策等名称 地域内公共交通の構築
体系番号 0501011301
主管課 地域創生課

①

現状と課題

2027年度目標値

基本政策間連携

3



２　指標等の推移と変動要因

2023年度
AI乗合オンデマンド交通「のらざあ」を通年で運行した初めての年度であり、「のらざあ」の定着によりバスの利用者が減ったと推測される。
なお、通学通勤バスの1便当たりの乗車人数は9.72人であった。

変
動
要
因
等

コロナ禍の影響で利用者数が減少したことから、１便当たりの乗車人数が激減した。

新型コロナの感染状況が落ち着いてきたことから、１便当たりの乗車人数は微増した。

新型コロナの感染状況が落ち着いてきたことから、１便当たりの乗車人数は微増した。
なお、通学通勤バスの1便当たりの乗車人数は8.1人だった。

2023年度 2022年度に生活路線バスを廃止したため、満足度調査は実施しなかった。

変
動
要
因
等

2023年度
AI乗合オンデマンド交通「のらざあ」を通年で運行した初めての年度であり、「のらざあ」の定着によりバスの利用者が減ったと推測される。
なお、通学通勤バスの1便当たりの乗車人数は9.72人であった。

変
動
要
因
等

2023年度 2022年度に生活路線バスを廃止したため、満足度調査は実施しなかった。

変
動
要
因
等

新型コロナの感染状況が落ち着いてきたことから、１便当たりの乗車人数は微増した。

新型コロナの感染状況が落ち着いてきたことから、１便当たりの乗車人数は微増した。
なお、通学通勤バスの1便当たりの乗車人数は8.1人だった。

H28の再編以降、毎年ほぼ同様の満足度が得られている。

利用されている方からは、高い満足度が得られている。

利用されている方からは、高い満足度が得られている。

利用されている方からは、高い満足度が得られている。
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大きな要因はないが、利用者数の自然減により１便当たりの乗車人数も微減した。

台風やコロナ禍の影響で利用者数が減少したことから、１便当たりの乗車人数も微減した。

コロナ禍の影響で利用者数が減少したことから、１便当たりの乗車人数が激減した。
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H28の再編以降、毎年ほぼ同様の満足度が得られている。

利用されている方からは、高い満足度が得られている。

利用されている方からは、高い満足度が得られている。
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新地域公共交通検討会
議で課題について話し
合い、それぞれの解決
策を模索し、現在の公共
交通のあり方（公共交通
としてできること。）を決
定する。

1

施策等名称

３　評価・改革改善

評
　
　
　
　
　
価

項　　目 2018年　（前年度比） 2019年　（前年度比） 2020年　（前年度比） 2021年　（前年度比）

1.02

1.02

92,413,398

重点化する
施策の柱

事業費(円)

うち一財(円)

増減理由
（一般財源
前年度比
±10％以
上の場合
に記載）

進捗評価 おおむね順調 おおむね順調 おおむね順調 おおむね順調

0501011301
主管課

体系番号
地域内公共交通の構築

投資額

(2018年
～2023
年(総

括)につ
いては
2023年
の実績
を記載)

1.04

1.0492,413,398

93,039,754

93,039,754

1.01

1.01

96,890,483

96,890,483

99,208,634

99,208,634

三井　潤

小池　俊正

2024年7月11日

地域創生課

（単位：円）

2018年～2023年（総括）

168,445,642 1.01

168,445,642 1.01

茅野市・原村地域公共
交通活性化協議会負担
金の増。（2023年度は、
茅野市・原村地域公共
交通計画の策定に係る
費用が発生したため。）

おおむね順調

2020年度にAI乗合オン
デマンド交通の実証運
行、2022年に生活路線
バス（13路線）の廃止と
「のらざあ」の本格運行
を開始した。
2018年度の観光路線バ
スを除く公共交通の利
用者は87,927人で、
2023年には142,143人に
増加し、多くの方に利用
されている。

1.69

1.69

「のらざあ」と通学通勤
バスの実証運行と本格
運行を実施したことによ
る事業費の増。

167,514,515

167,514,515

おおむね順調

2022年　（前年度比）

1

公共交通が多くの人に
利用され続けるには、常
に利用者の実態に合わ
せて変化し続けることが
必要である。現在の課
題が解決できたあとも、
柔軟に公共交通の見直
しに努める。

「のらざあ」の運行エリア
外の移動手段の確保、
運行効率の改善、運行
事業者が主体性を発揮
できるような運行体制の
整備に取り組む必要が
ある。

総
合
評
価

主
な
取
組
内
容
や
成
果

バス交通の利用促進を
図るため、利用者満足
度調査、車両更新、免
許返納者のバス利用促
進に係る検討、無料乗
車キャンペーンの実施、
ポケット版時刻表の作成
等を行った。免許返納者
など、潜在的な需要は
高まってくると考えられ
る。

利用喚起の観点から
100円乗車キャンペーン
を実施し、期間中は前年
比約20％の増となった。
また、利用者のニーズに
応えるため、ポケット版
時刻表に運賃表を掲載
するなど、利用者獲得に
向けた取り組みを行っ
た。

バス交通の利用促進を
図るため、利用者満足
度調査、ポケット版時刻
表の作成等を行った。し
かし、新型コロナウイル
スによる外出自粛、休校
などの影響から、ほぼす
べての路線で、利用者
数が大幅な減少となっ
た。

課
題

利用者ニーズを把握し、
より効果的な運行を検
討していかなければなら
ない。また、国の補助が
減少する中、市の財政と
福祉政策を含めた将来
投資としてのバス交通を
総合的に評価し、茅野
市に合った公共交通の
体系を模索していく。

現状のバス路線は、地
形的な特徴から、高コス
トで非効率な交通網であ
り、多様な住民ニーズに
対応できていない。利用
者数は低調であり、運行
会社の経営は成り立っ
ていない。さらに、市の
運行費補助金は年々増
加しており、現状を打開
するための抜本的な公
共交通体系へ転換して
いく。

新型コロナウイルスの感染
は依然として続いており、バ
ス運行にも大きく影響してい
る。バス運行事業者は路線
バスを運行する体力はな
く、抜本的な経営改善に着
手している。路線を維持す
るためのへの運行費補助
金は8000万を超え、市の財
政負担も厳しいことから、路
線バスの再編について協議
する。

(2022年度評価）
「のらざあ」の本格運行
を移行期間を設けて
R4.10から開始した。
新たに通学通勤バスの
運行をR4.4から開始し
た。
（総括評価）
13の路線バスを廃止し、
「のらざあ」と通学通勤
バスの運行開始するな
ど地域内の公共交通の
再構築を図った。

(2022年度評価）
新たに運行を開始した「のらざ
あ」と通学通勤バスのうち、特に
「のらざあ」については、システ
ムの不具合の改善や運行形態
（予約時間の幅、迂回時間の設
定）の見直しなど、継続して取り
組む。

（総括評価）
「のらざあ」は、これまでにない
公共交通であり、茅野市に馴染
んだ運行形態となるよう、市民、
運行事業者、行政で作り上げて
いく。

バス交通の利用促進を
図るため、利用者満足
度調査、時刻表の作成
等を行った。利用者数に
ついては、新型コロナウ
イルスの影響が出始め
る前の令和元年度と比
較した場合７割強となっ
ている。月によっては同
程度の利用者数もあり、
徐々に持ち直している傾
向がみられる。

公共交通の厳しい現状
をよく検証したうえで、利
用者の増を実現するた
めに最大限できることを
研究し、必要によって思
い切った施策を実施して
いくことが、公共交通を
残していくために今後必
要になるため。

公共交通は依然として
厳しい現状であり、運行
事業者の経営も成り
立っておらず、市の運行
費補助金も年々増加し
ている。超高齢化社会を
迎え、高齢者の自家用
車事故を防止する意味
でも、自家用車に替わる
目的地までの移動手段
の確立を進めていかな
ければならない。

「のらざあ」と通学通勤
バスは、運行を開始して
から間もないことから、
運行形態、運行エリアな
ど、市民の要望に添える
よう継続して見直し・改
善に努める必要がる。

・路線バスの廃止
・「のらざあ」と通学通勤
バスの運行の開始

1

1

利用者数はコロナの影響前
と比較して持ち直してきては
いるが、依然として低迷して
いる。バス運行事業者は路
線バスを運行する体力はな
く、抜本的な経営改善に着
手している。路線を維持す
るためのへの運行費補助
金は9,000万を超え、市の財
政負担は厳しい。これまで
の路線バスを中心とした交
通網は市民ニーズに合った
ものとは言えず、市民に受
け入れられる体系をつくる。

既存の路線バスの再編
を行い、必要に応じた路
線体系にする。また、新
しい地域公共交通への
体制づくりを進め、路線
バスに頼らない移動手
段への転換を図ってい
く。

1 1

現在の公共交通体系は
潜在的なニーズに応じ
た体制になっていない。
今後新しい地域公共交
通の体制に向けて、早
期に路線バスの再編を
行う必要があるため。

1

重点
事務事業

1

既存の日中生活路線バ
スは、穴山・原村線以外
廃止し、より利便性の高
い「のらざあ」に転換す
る。路線バスを中心とし
たこれまでの公共交通
から、「のらざあ」を軸と
した新しい地域公共交
通への体制づくりを進め
る。

1

改
革
・
改
善

改革・
改善内容

バス交通を利用する人
の潜在的ニーズはある
と思うので、バスを利用
しやすい環境整備の施
策を検討、実施し、利用
者増に向けた取り組み
を行う。

現行のバス路線は、曜
日運行や非効率経路な
どで住民ニーズに即した
移動手段とはなっていな
い。利用者の利便性を
高め、潜在需要者を獲
得していくためには大胆
な公共交通網の組換え
が必要であり、それを定
着させることによってコ
ストの削減を図る。

現在の公共交通体系は
潜在的なニーズに応じ
た体制になっていない。
日中生活便を廃止し、路
線バスから「のらざあ」を
軸とした新たな地域公共
交通の体制づくりを進
め、市民の移動手段を
確保する。

施
策
の
柱
等
の
重
点
化

理　由

1 1 1

2021年5月28日 2022年5月30日 2023年10月19日

作成担当者
最終評価責任者
最終評価年月日

小林　弘夫 小林　弘夫 小林　弘夫 小林　弘夫 三井　潤

加賀美　積 加賀美　積 小平　雅文 田中　裕之 田中　裕之

令和元年5月31日 2020年7月9日


